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平成 27年度決算書 
 定款 39条に基づき、１－１～１－４は監事の監査を受け平成 28年 4月 23日の平成 28年度第 1回理事会にて承認

を得ており、総会で承認後、内閣府へ提出の予定であります。また、１－５、１－６も同日の理事会の承認を得てお

ります。 

 

 １－１① 貸借対照表 
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１－１② 貸借対照表内訳表 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 3 - 

 

 

１－２① 正味財産増減計算書 
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１－２② 正味財産増減計算書内訳表 
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１－３  貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書 
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１－４① 財産目録 
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１－４② 財産目録内訳表 
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公益社団法人平成 27年度財務諸表に対する注記 

 

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引については、                                                    
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理方法によっております。

未経過リース料期末残高相当額
1年以内 1年超 合計

複合機 518,400 2,030,400 2,548,800
パソコン 190,512 809,676 1,000,188
選挙システム 120,642 0 120,642
要旨集公開ｼｽﾃﾑ 84,000 0 84,000
デスクトップパソコン 206,640 86,100 292,740
パソコン 167,184 334,368 501,552
未経過リース料計 708,912 2,840,076 2,548,800

(2)消費税等の会計処理

2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

    基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
  定          期           預           金 20,000,000 0 0 20,000,000

20,000,000 0 0 20,000,000
特定資産
  国  内  学  会  活   動   積  立  資  産 8,000,000 0 0 8,000,000
  国  際  学  会  活   動   積  立  資  産 10,200,000 0 0 10,200,000
  学   術   基    金    積    立   資   産 2,096,767 2,702,549 1,100,000 3,699,316
  国   際   大    会    特    定   資   産 10,000,000 18,000,000 10,000,000 18,000,000

117,733,829 70,294,331 188,028,160 0
148,030,596 90,996,880 199,128,160 39,899,316
168,030,596 90,996,880 199,128,160 59,899,316

3．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

    基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)
(うち指定正味財 (うち一般正味財（うち負債に
産からの充当額)産からの充当額)対応する額）

基本財産
  定          期           預           金 20,000,000 (20,000,000)

20,000,000 0 (20,000,000) 0
特定資産
  国  内  学  会  活   動   積  立  資  産 8,000,000 (8,000,000)
  国  際  学  会  活   動   積  立  資  産 10,200,000 (10,200,000)
  学   術   基    金    積    立   資   産 3,699,316 (3,699,316)
  国   際   大    会    特    定   資   産 18,000,000 (18,000,000)

39,899,316 0 (39,899,316) 0
59,899,316 0 (59,899,316) 0

小      計

小      計
合      計

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

1．重要な会計方針

(1)リース取引の処理方法

科      目

  国   際   大    会    事    業   資   産

合      計

科      目 当期末残高

小      計

小      計
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１－５① 収支計算書 

  本資料は、財務諸表作成の前提となるものであり、内部資料であります。 
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１－５② 収支計算書内訳表 
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公益社団法人平成 27年度収支計算書類に対する注記 

 

 

 


